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１．対象機関の現況

九州工業大学（１）機関名

福岡県北九州市戸畑区仙水町１番１号（２）所在地

（３）学部・研究科構成

（工学部） 機械知能工学科

建設社会工学科

電気工学科

物質工学科

共通講座

（情報工学部） 知能情報工学科

電子情報工学科

制御システム工学科

機械システム工学科

生物化学システム工学科

共通講座

（大学院工学研究科：博士課程）

機械知能工学専攻

建設社会工学専攻

電気工学専攻

物質工学専攻

（大学院情報工学研究科：博士課程）

情報科学専攻

情報システム専攻

（大学院生命体工学研究科：独立研究科博士課程）

生体機能専攻

脳情報専攻

（４）教育サービスを行っている附属施設

情報科学センター

地域共同研究センター

マイクロ化総合技術センター
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機器分析センター

附属図書館

（５）学生総数

学部学生 ４，９８５名

大学院学生 １，２８６名

計 ６，２７１名

３８３名（６）教員総数

（７）特 徴

本学は、２つの学部と３つの大学院研究科から構成された総合工学系大学として最

先端の教育と研究を行っており、これまでに３万６千有余人の卒業生、修了生を輩出

している。

本学の前身は、「技術に堪能なる士君子の養成」を不易の建学の精神として、製鉄

を中心とする北部九州の工業地帯に、４年制の工業専門学校として明治４０年に設立

された私立明治専門学校であり、その後、官立明治専門学校（大正１０年）、官立明

治工業専門学校（昭和１９年）、国立九州工業大学（昭和２４年）と変遷し、昭和４

０年には、工学部に新たに大学院工学研究科修士課程を設置し、昭和６３年には、同

博士課程を設置した。この間、北部九州のみならず、広く日本の産業化と社会発展に

貢献すべき技術者の養成にかかわる高等教育機関として発展を重ねてきた。現在、工

学部・工学研究科には、４つの専門学科の他に共通教育と一般教育を担当する２つの

共通講座及び４つの専攻があり、工学分野の基礎から応用までの幅広い教育・研究を

カバーしている。

昭和６１年に、社会における情報技術の急速な進歩に対応するため、全国で最初の

情報系総合学部である情報工学部を新たに設置し、平成３年には、大学院情報工学研

究科修士課程、平成５年には同博士課程を設置した。この情報工学部・情報工学研究

科は、５学科と２専攻から構成され、広く情報工学分野の教育・研究を行っている。

また、平成１２年には、生命体のもつ優れた機能を工学的に実現することを目指し、

独立研究科としての大学院生命体工学研究科博士課程を設置した。生命体工学研究科

は、２つの専攻からなり、生命体のもつ優良な機能を工学的に実現し、生命科学を応

用する技術者・研究者を養成するための大学院である。（資料１）
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２．教育サービス面における社会貢献に関するとらえ方

（１）社会貢献活動の位置付け

大学の本来の目的は、教育と研究であり、これを通して社会に対して貢献すること

であるが、さらに近年の高度かつ複雑な社会においては、大学の知的ポテンシャルを

利用して、直接、社会に対して貢献することが求められており、その重要性は増大す

る傾向にある。社会に対して大学が貢献することで、大学そのものの活動も活発にな

り、本来の目的である教育と研究が活性化すると考えられる。その意味で、社会貢献

活動は、教育・研究と並ぶ重要な柱であり、大学は社会から遊離することなく存在し

なければならない。

視点を変えると、国立大学の社会に対する貢献活動は、納税者である国民に対する

説明責任（accountability) としての義務であるが、それは単なる義務ではなく、大

学自体の発展のために必要不可欠なものととらえるべきである。何よりも社会に対し

てサービスを行うことにより、社会一般から大学の存在を理解してもらえると同時に、

大学が社会の一員としての意識を明確に持つことができる。すなわち、社会と大学と

の間でコミュニケーションを行うことにより、社会と大学との間に信頼関係を築くこ

とができる。さらに、こうした信頼関係をベースにして、これからの日本を背負う若

年層に夢を与え、勉学への意欲を沸き立たせることである。また、社会に内在する研

究のニーズを発掘するとともに世の中の流れを敏感にとらえ、それを研究の一環とし

て発展させ、合わせて成果を社会に還元することである。これにより、これらの成果

が教育と研究に反映され、社会との一層の信頼関係の構築が可能となる。

１．(7)に述べた本学の置かれた立場を考えると、社会との信頼関係を構築するため

に本学として行うべき、あるいは行える社会貢献活動としては、ｱ．学外者への教育支

援、ｲ．大学が実施する事業の啓発活動、ｳ．地域産業活性化支援、ｴ．行政活動支援、

ｵ．産業界への高度技術支援、ｶ．地域文化発展への寄与などが挙げられる。

（２）教育サービス面における社会貢献活動のあり方

教育サービス面における社会貢献活動は学外者（企業人、一般社会人、若年層）を

対象として教育を行うものであり、前述のアとイが含まれる。こうした教育サービス

を考えるとき、その内容、対象年齢、対象職種、目的意識などが相互に関連するため、

大学における社会貢献活動のあり方が微妙に異なる。これらを別の側面から分類する
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と、社会が要求するニーズ型の教育サービスと、大学がもつ知識を普及させるシーズ

型の教育サービスに分けることができる。

先ず、ニーズ型教育サービスの場合、これはサービスを受ける側の要求を把握して

行うものであるため、参加者の目的も明確であり、適切に行われれば総じて参加者の

満足度は高いはずである。したがって、社会にどのようなニーズがあるかをきちんと

把握することが重要である。このためには、日頃から大学が社会に対して開かれてい

なければならず、大学の教育・研究活動が社会に知られていることと、社会のニーズ

を大学が受け入れる体制の充実を図るよう、努めなければならない。なお、主催大学

側にニーズに適した人材が見つからない場合には、主催大学の人材のみに頼ることな

く、他大学等との連携のシステムの構築が重要である。

次にシーズ型教育サービスの場合、大学内の人材で行える教育サービスを提供する

ことになる。これは、啓発的な色彩が強くなり、教育サービスを受けようとする側と

の間に十分なマッチングがなされない可能性がある。必然的に内容は大学側が実施で

きる範囲内のこととなるが、この場合もできる限り教育サービスを受ける側の意見を

採り入れた形にすべきである。

こうした教育サービスの分類の仕方は、その重要性の認識や改良すべき問題点の発

掘等において有効であるが、具体的な教育サービスについて整理するには、対象者や

そのサービスの具体的内容で分類する方が分かりやすいという面もある。したがって、

ここでは、この後者の分類の方法に沿って教育サービス活動を分類することとする。

第１は高校生以下の若い人々に対する導入的な教育で、本来の高校などでの教育に

対する支援として行う教育である。これにも最近の新しい科学に対して夢を与えるよ

うなシーズ型教育と、最近の情報教育の必要性から行うパソコン教室のように、地域

の学校の要求に応えるニーズ型教育とがある。第２は既に大学を卒業した企業人に対

する教育で、最近の科学技術の進歩に伴って必要となった新しい知識や技能の修得を

大学で支援するものである。これにも大学が情報源として行うシーズ型のものと企業

人の要望に沿ったニーズ型のものがある。第３は一般地域住民のあらゆる学習意欲に

対して応える教育サービスである。この場合もニーズ型のものとシーズ型のものがあ

るが、上記の２つの教育サービスに比べて対象とする人々もサービスの内容も広がっ

たものとなっている。
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３．教育サービス面における社会貢献に関する目的及び目標

（１）目的

○教育サービス面における社会貢献の目的

ア．若年層に対する導入教育

（ア）科学技術立国を目指す日本にとって、将来を担うべき若年層の昨今の基礎学力の

低下と理科離れは重大な問題である。こうした傾向に歯止めをかけるためには、実

験などを通して理科の学習の楽しさを教えたり、最先端の研究に触れさせて、科学

技術に対する夢を若年層に与えることが大切である。

（イ）目覚ましく発展する情報技術を利用した教育基盤の提供を通して、社会にこれま

でにない教育環境を実現する。また、このような教育を通して、科学技術に支えら

れている日本の現状において、社会の中での科学技術の役割及び科学技術を理解す

ることの重要性を伝達する。

イ．産業界の人材養成等

（ア）科学技術の進展が著しい今日において、大学卒業後、数年経過した有職者が新し

い知識・技能を修得したり、これまでの知識・技能をレベルアップさせる必要性が

増している。こうした必要性に対応した支援を前提として、産業界の人材養成等を

行う。

（イ）大学のもつ高度な知識や技術を地域社会の産業発展に役立たせるため、技術者養

成のためのセミナー等を開催する。

ウ．一般地域住民に対する教育等

（ア）昨今は、国民の高齢化に伴う生涯学習への意識が高いが、それを支援するための

一環として、地域住民に対する専門的あるいは総合的な教育を行う。

（イ）大学の図書館などを始めとする教育・研究機能を地域住民に開放して、資料の提

供を行うなど、大学を公開することにより教育・研究の内容を地域住民に明らかに

し、大学の諸活動に対する理解を深めることに努める。

○達成しようとしている基本的な成果

教育サービスを通して達成しようとしている基本的な成果は、上述の基本的方針に沿

って、次のようなものとなる。

ア．若年層に対する導入教育



- 6 -

（九州工業大学）

（ア）若年層の科学技術に対する関心を高めると同時に、本学に対する関心を高めるこ

とが期待され、将来、優秀な学生の確保が期待される。

（イ）情報技術を利用した教材を創出して、社会に提供することにより、新しい教育環

境を実現できる。

イ．産業界の人材養成等

（ア）再教育により、社会人の新しい知識・技術の修得やそれまでの知識・技能のレベ

ルアップを可能にし、より高度な工学技術の指導者を養成し、高度工学技術を普及

させる。

（イ）先端的な知識や技術についての社会人の教育を通して、地域産業の技術レベルの

向上に貢献する。

ウ．一般地域住民に対する教育等

（ア）地域住民の向学心を満たすことができる。

（イ）地域住民に開かれた大学としての存在感を浸透させることができる。また、地域

住民に対する講習等を実施することにより、地域行政機関との連携を図ることも可

能となる。

（２）目標

教育サービス面における社会貢献の目的として、上記の３つの項目が設定されてい

る。これらを実現するためには、それぞれにおいて、種々の具体的課題を設定する必

要があり、その課題は次の通りである。

ア．若年層に対する導入教育

ここでは、大学入学以前の若年層を未来の理工系学生と位置付け、それぞれの学部

の専門学科において、その分野に関連した事柄を若年層に教育し、啓発することを目

的としている。その具体的な方策としては、小学校、中学校、高等学校などの児童・

生徒に科学技術に触れることを通して、そうしたものへの理解を深めさせると同時に、

興味を抱かせることが有効である。さらに、そうした科学技術を生み出す工学分野の

学問の存在とその重要性について、理解させるように努める。この様な機会を作るた

めに、次のような事業を実施する。

（ア）全学の教官が、それぞれの学校に出かけて出前講義を行う。

（イ）情報工学部において、大学院生を学校に派遣してパソコン教室等を行う。
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（ウ）情報工学部において、情報技術（ＩＴ）を利用して新しい教育環境（地理情報シ

ステム）を学校に提供する。

（エ）工学部において、学内で児童・生徒を対象として体験講座を行う。

（オ）工学分野への関心を高めてもらうために、児童・生徒に大学の施設や大学で行わ

れている研究等を見学してもらうオープンキャンパスを行う。

イ．産業界の人材養成等

大学を卒業した社会人は、社会の変化に対応して新しい知識・技術を修得したり、

それまでの知識・技能をレベルアップすることが要求されているが、そうした社会人

のための支援として再教育を行う。この様な目的で次のような事業を実施する。

（ア）工学部において、社会人を対象として北九州市等が主催するリカレント教育に対

して、講師派遣、会場提供などの積極支援を行う。

（イ）社会人を科目等履修生、聴講生及び研究生として大学に受け入れる。

（ウ）情報工学部において、急激に進む情報処理技術に対応できる社会人の育成のため

に情報技術セミナーを実施し、情報科学についての理論的知識や情報処理に関する

総合的技術を修得させる。

（エ）工学部において、先端的な科学や特殊技能に関して、短期間の再教育や研修を行

う。

（オ）大学の高度な知識や技術に関して、地域社会からの要請がある分野について公開

セミナーを行う。

こうした社会人の教育にあたっては、学外に小倉サテライト・キャンパスを設ける

などして便宜を図っている。また、同サテライト・キャンパスにおいても社会人の

再教育のためにバーチャルユニバーシティ（仮想大学）を計画しており、そのため

のビデオ教材の作成を平成１１年度から行っている。

ウ．一般地域住民に対する教育等

向学心のある地域住民の生涯教育の一環として講習等を行うとともに大学の施設を

開放して、資料提供を行う。また、大学の諸活動に対する理解を深めてもらうために

大学を公開する。この様な目的で次のような事業を実施する。

（ア）科学的あるいは一般的な内容の公開講座を行い、先端的な技術や社会的に問題と

なっていることなどについて啓発する。
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（イ）情報工学部において、特に技術の進展の目覚ましい情報通信技術についての講習

を行う。

（ウ）図書館を地域住民に開放し、住民の勉学に対して必要な資料の提供を行う。

（エ）機会を設けて大学の研究室を開放し、大学で行っている研究の内容を知らせる。
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４．教育サービス面における社会貢献に関する取組の現状

本学では北部九州という地域性や情報工学部という特殊性を活かして、上記の3つの

大きな目的に向かって、個々の目標を実施している。ここではその主なものについて、

現状を説明する。

まず、若年層に対する導入教育については、将来の日本を背負う小・中・高の学生

に対して、直接実験に触れさせることなどにより、最近問題となっている理科離れを

防ぐべく、出前講義などを行っている。特に、出前講義は福岡県下の全ての小学校・

中学校・高校に対して実行できるテーマを示し、希望によって年に２期間、合計ほぼ

４か月の間に全学規模で出前講義を行うもので、平成１２年度は延べ８５校に１１２

件の講義を行っている。また、最近の情報化社会の中で情報教育の必要性が叫ばれて

いるが、情報教員の不足のために、地域から情報工学部への期待が高くなっている。

こうした背景から情報工学部では大学院生を地域の小学校に派遣してパソコン教室を

開くなどして、こうした要求に応えている。さらに、工学部では、「ものづくり」の

体験を通して、作ることの楽しさを覚えさせ、理科離れを防ぐ目的で、学内で中学生

のための大学体験講座を開講しており、平成１２年度は６９名の受講者があった。ま

た、それぞれの学部で２日間、高校生に対して大学を開放するオープンキャンパスを

行っており、平成１２年度には１，６８４名の県下の高校生が参加した。

北九州市では、いったん社会に出た職業人などが大学等で高度な教養学習をしたり、

実践的な職業能力開発学習をする「リカレント講座」を開いているが、本学では工学

部が主となってこれに講師を派遣するなどして協力している。平成１２年度は２つの

講座を開催し、３５名の受講者があった。また、情報工学部では、急激な情報処理技

術の変革に対応できる企業人などの養成のために、いくつかのコースに分かれた情報

技術セミナーを開講している。平成１２年度は情報処理技術者養成のための３つの情

報処理コース(5-6月)と情報工学専門技術者育成のための１０の情報工学専門コース

(8-9月)及び８コースの計算機工学講座(１月)が設けられた。また受講者の便宜を図る

ため、北九州市八幡東区の(財)九州ヒューマンメディア創造センターと北九州市小倉

北区の小倉サテライトキャンパスを会場に使用している。

一般地域住民に対する教育としては、住民の生涯教育の要求に応えて公開講座を行

ったり、図書館を開放していろいろな資料を公開したり、図書の貸出を行ったり(平
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成１２年度は２９８名の登録者に対して３６５冊の図書を貸出)している。とくに情報

工学部の分館では筑豊地区の炭坑時代における生活の姿を保存し、後世に伝えるため

に古い写真等のデータベースを作成し、これをインターネットで一般に公開している。
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５．評価項目ごとの自己評価結果

(１)目的及び目標を達成するための取組

○取組の特色

ア．若年層に対する導入教育

・出前講義

若年層の「理科離れ」を防ぐために平成８年より本学の教官が県下の小学校、中学校、

高校に出向いて出前講義を行ってきた(資料2、3)。まず講義テーマ、２００字程度のシ

ラバス、対象とする小学、中学、高校の区別、及び適正人数まで、きめ細かな実施要項

を県下の学校に提示し、各学校からの要望を受け、担当する教官と調整の上、実施して

いる。また実施後アンケートを行い、改善のための参考としている。

・パソコン教室等

飯塚市内の小・中学校へ大学院生を講師として派遣するパソコン教室は、市との「学

園都市構想」における協力体制の一環として行われているものである(資料4)。この活

動をより円滑に運営すべく、情報工学部内に平成１２年１月に「地域連携委員会」が設

置され、各学校のみならず市民団体からの要望があれば、速やかに対応できる体制を取

っている。また筑穂町においても大学院生を派遣して、地区の小学生と山村留学してく

る児童を対象にして児童向けパソコン教室を行っている(資料5)。

・地理情報システム

地理情報システムとは、地理的属性を持つ各種データを、インターネットで提供され

る電子地図上に蓄積、分析、提示できるシステムで、情報工学部ではこれを用いた新し

い教育環境を小・中学校に提供している。これを用いて子供たちは調査などで得た地域

の産業、商業、風物、歴史、環境、動植物、保健福祉など多様なマルチメディア情報を

コンピュータ上の電子地図上に記録、整理、分析、表現するなどして、まとめ学習をす

ることができる(資料6)。

・中学生のための大学体験講座

本学工学部において開講している中学生のための大学体験講座は平成８年度から継続

している取組であり、若年層の理科離れという問題に素早く対応したものである。ここ

ではロボットの制御などの特定のテーマについて、講義（話）という形式でなく、中学

生に実験や「ものづくり」を実際に体験させることによって科学技術に興味を抱かせる
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という特色を持っている（資料7）。

・オープンキャンパス

両学部で高校生等を対象として行うオープンキャンパスは、進路指導の一環としての

見学という高校側の要望に素早く対応して昭和５７年度から継続した取組である。本取

組は１日をかけて本学学部の全体像（学部・学科紹介）から個別の研究施設・設備（研

究室や実験施設の見学）までを紹介し、さらに引率教諭との懇談会等も行うという、内

容がよく吟味された取組である（資料8）。

イ．産業界の人材養成等

・リカレント教育

リカレント教育は、主として北九州市の支援によって行われている一般市民を対象と

する「生涯教育」プログラムの一端を担うものであり、主として工学部が科学・技術に

関するコースの授業科目を開設している(資料9)。

・科目等履修生等の受け入れ

社会人が各種の資格を得ることを目的として講義を聴講する場合、当該授業科目の単

位を必要とするため、科目等履修生制度を設置している。また社会人が職業知識研鑽の

ために受講する制度である聴講生及び研究生も積極的に受け入れている(資料10)。

・情報技術セミナー

情報技術セミナーは、情報工学部の開設と同時に情報工学部に設置された高度技術者

研修のためのセミナーであり、技術者、教育関係者、一般社会人を対象として、情報処

理分野の基礎技術および専門技術に関して、実習に重点を置いた技術講習を行なってい

る。平成１２年度は情報処理コース(初級、中級、上級)、情報応用講座(９コース)、

LSI設計講座、計算機工学講座(８コース)が開設された(資料11)。

・高度化技術研修等

地域企業等に所属している技術者を対象として、機器分析センターやマイクロ化総合

技術センターなどの大学が所有する先端機器の高度利用技術や応用例に関する技術研修

を地域共同研究センターが主催して行なっている(資料12)。また地域共同研究センター

では客員教授による様々な工学分野の講演会を開催しており（資料13）、マイクロ化総

合技術センターでは企業から講師を招き、最近の電子技術等に関する講演会を開催して

いる。
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・SoC(システムオンチップ)設計概論公開セミナー

SoCは大規模集積回路(LSI)上にメモリやプロセッサなどのシステムを載せるための総

合技術で、将来の電子工学技術の重要な柱としてLSI関連産業から注目されている。 こ

のような革新的技術へのニーズに応えて企業の技術者を再教育するための公開セミナー

を行う。これはエレクトロニクス産業拠点構想を立て、関連産業の育成を企画している

地域の目的にも合致するものである(資料14)。

ウ．一般地域住民に対する教育等

・公開講座

主として一般市民を対象にした、工学・情報工学系の専門分野あるいは一般教養分野

の公開講座を毎年３講座程度開設し、向学心に燃える地域住民の生涯教育の一助として

いる。学問の面白さやその意義深さ、更に奥の深さを一般市民に分かりやすく説明し、

開かれた大学を標榜し、地域住民との心の交流を促進し、大学の存在意義を確立する

(資料15)。

・情報通信技術 (IT) 講習事業

この事業は福岡県嘉穂町(情報工学部飯塚キャンパスの隣接地域)が平成１２年度より

開始した情報通信技術(IT)講習事業に関連して、嘉穂町からの依頼に応じて情報工学部

の大学院学生を講習会の講師として派遣するものである(資料16)。

・附属図書館の開放

本学附属図書館では社会人への生涯学習機会を提供するサービスの一環として、一般

市民への図書館の開放(資料17)、図書館の保有する膨大な量の学術・研究資料、蔵書に

関する情報の提供、図書検索システムの強化、一般講演会の開催(資料18)、地域の文化

遺産の保存とその公開(資料19)などの取組を行っている。

・研究室の開放

一般地域住民に大学の教育研究の現状を直接触れる機会を提供する目的で研究室開放

が行われている。過去５年間では年に５０件前後の研究室開放が行われており、少しず

つ増加する傾向が見られる(資料20)。

(大学全体としての姿勢)

本学としては、若年層に対する導入教育、産業界の人材養成等、一般地域住民に対す

る教育等という三つ教育サービスの中で、各部局の特徴ある内容で、かつニーズの高い
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ものについて提供する取組を続けてきている。ここで展開している取組は最近の若者の

理化離れの問題を解決するためのものや、急速に進む情報化の流れの中で必要性を叫ば

れている情報教育を助けるためのものなどであり、それぞれ、工学部と情報工学部の得

意とする分野である。これらのサービスにより社会の一員として本学の存在が地域に受

け入れられるものと考えられる。

○目的達成への貢献の水準

若年層に対する導入教育に関して特に優れていると思われる取組としては、若年層の

理科離れを防ぐための出前講義、中学生のための大学体験講座があり、またパソコン教

室等も現在の情報教育の高い必要性と地域との交流を満足させる優れた取組といえる。

さらに今後の教育の発展の大きな可能性を秘めた地理情報システムも優れた取組として

期待される。またオープンキャンパスは一般的な取組であるが、本学の場合、その規模

から非常に優れた取組といえる。

産業界の人材養成等に関して特に優れていると思われる取組としては、社会の強いニ

ーズを取り入れて積極的に行われている情報技術セミナーとSoC設計概論公開セミナー

が挙げられる。またリカレント教育や高度化技術研修等も地域のニーズに基づいた優れ

た取組であるといえよう。また科目等履修生等の受け入れはそれなりの成果を挙げてい

るが、履修生等の数は多いとは言えず、広報などを通じてさらに充実した取組とすべき

である。

一般地域住民に対する教育等で特に優れていると思われる取組としてはニーズの強い

IT講習事業や、地域の文化遺産の保存とその公開を行っている図書館の取組が挙げられ

る。また公開講座や研究室の開放も一般地域住民に対して大学のもつ知識を提供したり、

大学の教育研究の現状を知ってもらうよい取組であるといえる。

以上の点を総合して、大旨、本学で行う教育サービス面における社会貢献への取組は、

それぞれの目的及び目標を達成するためのものになっていると評価される。

○自己評価に用いた観点

本学で行う取組に対して自己評価を行うに当たって用いた観点として、社会からのニ

ーズがあるか、ニーズに対して十分に応えるだけの力があるか、本学の特色がある取組

となっているか、ということである。

出前講義を優れた取組であると評価する根拠は、 希望の講義の回数が増加傾向にあ
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って社会からのニーズが多いことを示していること、その後のアンケート調査で理科離

れの防止に役立っていることが確認されていることであり、またこうした幅広い活動が

可能なのは工学部の広い教育研究の特長によるものである。中学生のための大学体験講

座も、ものづくりを通して科学に対する目を開かせようとするユニークな試みであり、

理科離れに有効であると期待される。ここにも工学部ならではの特長が見られる。また

リカレント教育や高度化技術研修も産業界の人材養成の地域のニーズによるものであり、

同様に工学部に適した取組であると言える。

一方、パソコン教室、IT講習事業、地理情報システム、情報技術セミナー、SoC設計

概論公開セミナーなどは、最近の情報技術の進歩やそれに伴う情報教育の必要性に対応

して導入教育や産業界の人材養成のニーズがあるものであり、情報工学部の特長を活か

せるものである。またオープンキャンパスは極めて広範囲な宣伝活動を行って参加高校

生の数が年々増加傾向にあることや、学部紹介、研究室見学、引率教諭との懇談など内

容的に深い取組となっていることを評価の根拠としている。
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(２)目的及び目標の達成状況

○達成に当たっての特色等

ア．若年層に対する導入教育

・出前講義

出前講義は平成８年に開始して以来、実施件数が年々増加の傾向を維持し、平成１２

年度までに延べ３３２校、４０９件に達した。聴講した生徒は延べ２８，０００名に及

んでいる。また、その範囲は福岡県下の全域に及んでいる。更に特筆すべきは出前講義

の実施対象の５０％近くが小学校であり、純粋な科学に対する憧れや関心が受験戦争に

より歪曲を受ける前に理科の導入教育を行っていることである。また、実施後のアンケ

ート調査によれば、大旨好評で、実際に理科離れに対する一つの対策として定着しつつ

あると思われる。またこの出前講義を通して、若年層を教育する地域の学校の教員たち

との信頼関係と連携関係を作り上げるに至っている。

・パソコン教室等

本取組は平成１１年度からであるが、年に約１１０名の小・中学生を指導している。

民間企業から講師を派遣して行う場合に比べて、講師が地元に住む大学院生であること

から話しかけやすく親しみやすい。また安価な謝金で賄うことが可能なため、開催回数

を増やすことができるなどの利点があり、この点からも市民との交流がますます密接な

ものになりつつある。各学校や市民団体からは、パソコン教室についての問い合わせが

数多く舞い込み、飯塚市内だけでなく、隣接する各自治体からも講師派遣の要請がきて

いる。

・地理情報システム

本取組は本学情報工学部、県下の６つの小・中学校及び２つの企業の協力の下に、イ

ンターネット電子地図を幅広い教育分野で活用できるように、情報システムの整備と教

育法の研究が実証的に進められたものである。本取組の遂行のために実施委員会を作っ

て、小・中学校のコンピュータ・ネットワーク環境整備や授業実施内容の検討を行い、

実際に実証授業が行われた。実証授業を３小学校で行った結果、インターネット電子地

図の教育分野での活用の有効性が確認された。インターネット電子地図は小・中学校の

既存のコンピュータ利用環境で容易に利用できる上、地図に関連した多様な分野での利

用可能であるため、平成１３年度には４０校ほどが参加する予定となっている。
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・中学生のための大学体験講座

定員５０名に対して毎年７０名弱が受講しており、しかも平成８年度から平成１２年

度まで受講者数は増加傾向にあり、この取組は若年層に受入れられている。アンケート

結果からも、本取組が若年層の科学技術に対する関心を高めるのに大きな成果を挙げて

いることがわかる。

・オープンキャンパス

オープンキャンパスの参加校及び参加者はともに年々増加の傾向にあり、特に平成１

２年度にはそれぞれ１５０校、１，６８４名に上った。このことから、オープンキャン

パスにより若年層の科学技術に対する関心は高まっているものと思われ、大きな成果を

挙げているといえる。

イ．産業界の人材養成等

・リカレント教育

リカレント教育プログラムの主たる活動である「リカレント講座」の中の科学・技術

コースには工学部の特長を活かした２つの講義科目を設け、そのコースでの中心的役割

を担ってきた。平成８年度から１２年度までの間に担当した講座は年平均２～３講座、

延べ１１講座である。しかし、この間、本学が担当した講義科目の募集総定員３００名

に対し、受講者総数は１８３名で、充足率は６２％であった。この間の講義科目１１に

対し、定員をほぼ満たしたのは、３科目でその割合は２７％であった。講座の予定定員

を満たし得なかった点は、今後の改善すべき課題である。

・科目等履修生等の受け入れ

平成８年度から１２年度までの科目等履修生の受け入れ状況は、学部では１１名から

２０名、大学院では１名から３名となっており、５年間で８５名である。各種資格の要

件とも関係していると思われるが、大学院の科目等履修生の受け入れ数は多くない。ま

た聴講生は７名から１７名であり、５年間で５２名である。研究生は１６名から３６名

であり、５年間で１４５名に上る。近年、研究生は増加の傾向にある。

・情報技術セミナー

平成１１年度までは、情報工学部と飯塚キャンパスの附属施設において情報技術セミ

ナーが実施されていたが、多くの技術者にとっては通学に時間がかかりすぎるという指

摘があった。平成１２年度からは、北九州市等の協力を得て、コース毎に飯塚キャンパ
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ス、サテライトキャンパス(小倉)、ヒューマンメディア創造センター(八幡)の３会場に

分散してセミナーを開催するようになり、その結果、セミナー参加者がそれまでの５０

名程度から１８１名に急増した。セミナーの講習内容に関しては、企業の技術研修担当

者およびセミナー参加者には非常に好評であり、「高度技術者研修のための技術セミナ

ー」という目標は十分に達成されている。

・高度化技術研修等

高度化技術研修については、平成８年度から平成１２年度までの間に延べ６つのテー

マに７１名の募集人員に対して６９名の応募があり、ほぼ予定に近い状態である。この

ことは、この高度化技術研修が有意義であったことを意味していると同時に、その目的

と目標を達成したといえる。参加者は、北九州市内の企業の技術者が主であるが、県外

からの参加者があったテーマもある。また、地域共同研究センターが主催する社会人向

け講演会は平成８年度から平成１２年度までの間で７８回に及び、受講者数は１回当た

り３７名程度である。さらにマイクロ化総合技術センターは平成８年度から平成１２年

度までの間に６回の講演会を開催し、１回当たり約８０名の参加者があった。

・SoC(システムオンチップ)設計概論公開セミナー

この公開セミナーは即戦力となる有効な教育となるよう、第一線で活躍する研究者や

技術者を講師として招き、オムニバス形式で毎回完結するが、相互に関連性を持たせた

内容のものとしており、平成１２年度から開始した。企業からの技術者の参加を容易に

するために小倉サテライトキャンパスを会場として土曜日に開催した。全部で４日間の

講義で、３２時間(１６コマ)である。受講者は３０名の定員に対して４７名であり、要

望の高いセミナーであることを示している。

ウ．一般地域住民に対する教育等

・公開講座

公開講座は平成８年度から平成１２年度までに１５講座を開催し、１８５名の受講者

があり、市民の文化レベルを挙げる点でこの公開講座は大いに貢献しているといえる。

なお、様々な専門領域の講義がなされているが、これでも大学が所蔵する知的資源のほ

んの一部分であり、今後更なる内容の充実と多種類にまたがる数多くの講師陣の登場が

期待される。

・情報通信技術 (IT) 講習事業
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初年度である平成１２年度は３講座について６名の大学院生を派遣し、６０名の受講

者があった。平成１３年度は４０講座に対して８００名の受講者の予定である。

・附属図書館の開放

附属図書館の一般社会への開放について特色ある取り組みを次のように行ってる。

まず本館、分館共に一般利用者は、図書館資料の閲覧や複写ができ、図書の貸し出し

も可能である。また情報化が図られ、館内で蔵書や学術情報の収集・検索が短時間で幅

広く行われることが可能となっているが、外部からもインターネットを使ってそうした

ことを可能にしている。このほか情報工学部の飯塚キャンパスでは図書館主催の講演会

を定期的に開催したり、図書館のホームページに筑豊の炭坑の歴史と生活を公開する写

真ギャラリーを開設している。また、附属図書館開放で一般の利用者はこの５年間で

１，２１２名の登録があり、９４６冊の貸出があった。なお、一般利用者への図書の貸

出件数は増加の傾向にある。

・研究室の開放

研究室開放は主としてオープンキャンパスや大学祭のときに行われ、この５年間で毎

年平均５３研究室が開放している。特に大学祭の場合は学生企画によるもので、地域住

民の参加が多く、それなりの成果が挙がっていると思われる。なお、最近は開放する研

究室の数が増加傾向にある。

○達成の水準

若年層に対する導入教育として特に達成の水準が高いと思われる取組は出前講義とオ

ープンキャンパスである。出前講義では講義を行った学校の数及び講義の回数が極めて

多いことが特徴であり、オープンキャンパスも参加校及び参加者数ともに年々増加の傾

向にある。そして出前講義の場合、後のアンケート調査によって好評であったことが判

明している。またパソコン教室も平成１１年度からの開催であるが、多く小・中学生を

指導しており、十分目的を達している。地理情報システムは導入したばかりで、平成１

２年度はまだ４つの小学校と２つの中学校が参加しただけあるが、参加校は平成１３年

度には４０校程度に飛躍的に増加する予定である。中学生のための大学体験講座も受講

者数が定員を大きく超えており、達成度は非常に高いといえる。これも後で行っている

アンケート調査は好評である。

産業界の人材養成等に関して最近優れた達成状況を示しているのは情報技術セミナー
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で、特に情報工学部以外に小倉サテライトキャンパスや九州ヒューマンメディア創造セ

ンターを使用した平成１２年度は受講者が急増している。また同様に達成の水準が非常

に高いものとしてSoC設計概論公開セミナーがあり、定員を大幅に超える数の受講者が

あった。これもアンケート調査によれば好評であった。高度化技術研修は募集人員にほ

ぼ近い人数の応募があり、地域共同研究センターとマイクロ化総合技術センターの講演

会も十分な参加者があったことから、これらの達成の水準はやや高いといえる。また科

目等履修生等として大学に受け入れた社会人の数は一般的な数字であり、平均的な水準

は達成されていると思われる。本学が行う２つのリカレント講座は、ここ５年間の受講

者は定員の６２%程度(平成１２年度は７０%)とやや少なく、改善の必要性があると思わ

れる。

一般地域住民に対する教育等に関して特に達成の水準が高いと思われるものはIT講習

事業である。これは平成１２年度に開始したばかりであるが、平成１３年度には受講者

を１０倍以上に増加する予定であるからである。また、公開講座、附属図書館開放、研

究室開放についてはそれぞれの参加者、利用者、開放研究室の数から、いずれも平均的

な水準は達成していると考えられる。

以上を総合して、本学が行う取組は初期の目的及び目標を高い水準で達成していると

評価される。

○自己評価に用いた観点

目的及び目標の達成状況の水準の評価に用いた観点は、１つはそれぞれの取組に対し

てどれ位の希望者があるかという点である。達成の水準が高いと評価した出前講義やオ

ープンキャンパスの場合、絶対数が多い上に、参加者は増加傾向にある。また、情報技

術セミナーでは会場が通学に不便な情報工学部であった平成１１年度までに比べて、会

場を北九州市にも増やした平成１２年度には受講者が一気に３.６倍程度に増加してい

る。そして中学生のための大学体験講座やSoC設計概論公開セミナーでは参加者は定員

のほぼ1.5倍程度と超過状態になっている。達成状況の水準の評価に用いたもう一つの

観点はアンケート調査の結果であり、それによって受講者の満足度を測ることができる。

出前講義、中学生のための大学体験講座及びSoC設計概論公開セミナーではいずれもア

ンケート調査では好評を博している。またこれらの結果をフィードバックすることによ

り、一層の水準のアップにつながると期待される。
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（３）改善のためのシステム

○改善のためのシステムの特色等

ア．若年層に対する導入教育

・出前講義

出前講義を管轄しているのは事務部の総務課(以前の庶務課)であり、その改善のため

のシステムとしての委員会組織はない。改善のための取組としては反省会が計画されて

いる程度である。当面の間は、実施状況を詳細に分析しながら、テーマ、参加教官など

について一層の改善が図れるような改善のためのシステムの設置を検討中である。

・パソコン教室等

パソコン教室や山村留学は、あくまで地域との協力体制の一環としての取組であるた

め、大学独自として改善のための組織をもたない。しかしながら、今後幅を広げて情報

工学部と地域住民とのより深い交流の場が創造される可能性を含み持つ。その意味で、

地域住民とのより一層の交流を目指すために、改善のためのシステムが有効に働くこと

を期待したい。

・地理情報システム

本取組に関する改善のためのシステムとしては、プロジェクト関係者で構成する推進

委員会があり、ここで技術的な問題点などを議論している。また、県教育委員会や学校

などを含めた新たな協議会を平成１３年度に立ち上げる予定であり、ここで今後の取組

の改善について議論することになっている。

・中学生のための大学体験講座

講座担当者ごとに、アンケート調査を主体とする講座の自己点検・評価・改善を行っ

ており、そのレベルで問題点把握・改善システムは整備されており、機能している。講

座の偏り等、主催体制の問題については、問題点の把握と改善はシステムとしては確立

していない。

・オープンキャンパス

実施組織である本学の学生募集活動委員会に問題点等の把握・改善システムがあり、

本取組を洗練する機能をよく果たしている。オープンキャンパスの本学自体への効果に

ついては、さらにデータを収集する必要があるという点で、把握・改善のための取組に

改善の余地がある。
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イ．産業界の人材養成等

・リカレント教育

リカレント教育は、主として学外者から構成される「北九州市リカレント教育推進協

議会」が計画、運営にあたり、その下で工学部学科長会が本学としての「窓口」として

機能しており、本学工学部はそれに協力、支援するという関係にある。したがって、本

学の取り組みは時として受動的になりがちであるが、受講者に対してアンケート調査を

行い、調査結果を次年度のプログラムの策定に活かすなど、講義科目の設定に関しては

常に市民の要望に応えられるよう、細心の注意を払っている。したがってこの取組にお

ける改善のためのシステムは有効に機能しているといえる。

・科目等履修生等の受け入れ

これに関係する組織は学部の教務委員会、大学院の学務委員会であるが、科目等履修

生等の受入状況ついては現状を良としており、具体的改善の動きはない。今後必要に応

じて周知を行い、より一層の受け入れを行なうことが考えられる。

・情報技術セミナー

現在、情報技術セミナーに関しては情報技術セミナー実施委員会が企画、運営を担当

しており、改善のためのシステムは機能している。情報技術セミナーに関しては、大学

が現在取り組みつつあるバーチャルユニバーシティ (インターネット上で配信されるマ

ルチメディアの通信教育システム) との連携が今後の大きな課題である。バーチャルユ

ニバーシティによる講義と情報技術セミナーによる実習が適切に組み合わされるなら、

最も効率的な「高度技術者研修のための技術セミナー」が実現することになり、現在、

情報技術セミナー実施委員会およびバーチャルユニバーシティ運営委員会において検討

がなされつつある。

・高度化技術研修等

これまでにも地域共同研究センターでの高度化技術研修の際に、アンケート調査は行

なわれているが、高度化技術研修をさらに発展させることを考えると、学内にある最新

機器を用いた技術研修に対するアンケート調査を定期的に行い、社会の要請に的確に応

えられるテーマの設定を行なうことが好ましい。

・SoC(システムオンチップ)設計概論公開セミナー

このセミナーを運営する委員会には本学以外に北九州市、北九州市産業学術推進機構、
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半導体産業研究所、半導体理工学センターから参加しており、産業界や地域のニーズを

反映させやすい組織となっている。また毎回の講義および全体的なカリキュラムについ

て受講者にアンケート調査を行い、意見を聞いている。これによれば、大旨好評であっ

たが、時間が足りない、もう少し突っ込んだ技術内容にして欲しい、コンスタントに開

催して欲しい等、積極的な意見や、新たな講義内容についての希望が出された。

ウ．一般地域住民に対する教育等

・公開講座

公開講座の企画や運営はそれぞれの部局において学科長会で大筋を決め、細かな部分

は講師を担当する教官に全てが任されている。そのため、改善のための詳細な議論は行

われていないのが現状である。公開講座の一層の改善のためには、企画・運営の細部ま

でをきちんと議論する委員会などの組織を作る必要がある。

・情報通信技術 (IT) 講習事業

嘉穂町情報通信技術講習事業は、情報工学部が主催する事業ではないので、事業の改

善を目的としたシステムは大学側には設けられていない。

・附属図書館の開放

大学図書館の取組について議論するシステムとしては全学の図書委員会、各学部の図

書委員会、及び図書館長の諮問機関としてのワーキンググループがあり、それぞれ、全

学的な問題、本館及び分館の問題、特別企画などについて検討を行っている。また館内

にはアンケート用紙があり、一般利用者の意見を聞くことができる体制になっている。

・研究室の開放

オープンキャンパスの際の研究室開放については学生募集活動委員会がその企画など

について調整を行うが、大部分を占める大学祭のときの研究室開放は全てが研究室に任

されており、今後のこの取組の改善のためには、何らかのシステムを構築する必要があ

る。

○システムの整備・機能の水準

改善のためのシステムが完備したものとしては、きちんとした委員会組織などがあり、

そこで企画、運営などか審議されるような取組であると言える。そうした意味ではオー

プンキャンパス、リカレント教育、科目等履修生等の受け入れ、情報技術セミナー、

SoC設計概論公開セミナー、附属図書館の開放については対応する委員会があり、シス
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テムが完備していると言える。また地理情報システムについては近いうちに改善のため

のシステムが整備される予定である。一方、そうした組織がなく、アンケート調査によ

って改善を図ってきた取組があり、それらは出前講義、中学生のための大学体験講座、

高度技術研修等である。また公開講座や研究室開放については担当する教官や研究室に

実質的な内容が全て任されており、きちんとしたシステムがない。なお、パソコン教室

と情報通信技術 (IT) 講習事業については地域からの要請に基づくもので、本学にそう

した主体的な機能はない。

以上を総合して、大学全体の取組の中で半分程度は改善のためのシステムが完備した

ものとなっているが、残りは不備な状況となっている。このため、早急にそうしたシス

テムを完備する方向で検討する必要がある。

○自己評価に用いた観点

ここで評価に用いた観点としては、企画や運営をきちんと行い、アンケート調査など

により外部からの評価をフィードバックできる体制になっているかどうかであるが、本

学の取組の中にはそうした体制になっていないものが幾つかあり、早急に改善を要する。

なお未熟な体制の元でも、アンケート調査によりこれまできちんと対応できていたと思

われる例もあり、出前講義や中学生のための大学体験講座がそれである。しかしながら、

現在の受講者にとって好評であっても、一層の改善の可能性がある以上、そうした議論

ができるような体制作りが望まれる。
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６．その他

バーチャル・ユニバーシティはビデオ教材を作成し、それを配信することにより遠

隔地での教育を行うためのもので、これを利用することにより、企業に勤める人々や

一般の人々が直接大学に行かなくても、また都合のよい時間に講義を受けることがで

きる。したがって、このバーチャル・ユニバーシティは情報技術セミナーや公開講座

など、いろいろな目的に利用することができ、若年層に対する導入教育、産業界の人

材養成、一般地域住民に対する教育に役立つものである。本学では平成１１年度から

このためのビデオ教材作りに取り組んでおり、現在、その内容は下表に示すように、

物理学、LSI技術入門、情報処理(オムニバス形式)、その他となっている。これが完成

すれば、小倉サテライトキャンパスにおいて高速回線によって鮮明な映像のビデオ講

義を受信することができ、多くの教育サービスを提供することができる。

科 目 内 容 コマ数

物 理 学 基礎力学 8巻

電磁気学 9巻

LSI技術入門 12巻

情 報 処 理 プランニング概論 1巻

コンピュータビジョン概論 1巻

人工知能概論 1巻

データベース概論 1巻

ロボット工学概論 1巻

地理情報システム概論 3巻

仮想現実システム概論 3巻

コンピュータグラフィックス概論 1巻

コンピュータネットワーク概論 1巻

知識情報処理概論 1巻

パーソナルコンピュータ入門 1巻

そ の 他 外国語 4巻

都市ゴミのゼロエミッション入門 1巻

茶の湯へのいざない(仮題) 2巻
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